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証券コード　４０４７�
平成１７年６月１０日�

東京都千代田区丸の内一丁目２番１号�

関東電化工業株式会社�

株　主　各　位�

代表取締役社長�冨  田  芳  男�

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。�
　さて、当社第９８回定時株主総会を下記により開催いたしますから、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。�
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使

書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、平成１７年６月２８日

（火曜日）までに到着するようご送付くださいますようお願い申しあげます。�

 敬　具　�

第９８回定時株主総会招集ご通知�

（当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。）�

記�

１.�
２.�
�
３.�
�

平成１７年６月２９日（水曜日）午前１０時�
東京都千代田区丸の内一丁目２番１号�
東京海上日動ビルディング新館１１階　当社本店会議室�
�
第９８期（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）営業報
告書、貸借対照表および損益計算書報告の件�
第９８期（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）連結貸
借対照表および連結損益計算書報告ならびに会計監査人および監
査役会の連結計算書類監査結果報告の件�
�
第９８期利益処分案承認の件�
取締役１１名選任の件�
監査役１名選任の件�
退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件�

以　上�

１．�
�
２．�

日　　時�
場　　所�
�
会議の目的事項�
報告事項�
�
�
�
�
決議事項�
　第１号議案�
　第２号議案�
　第３号議案�
　第４号議案�
�
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〔添付書類〕�
営　業　報　告　書�

平成�
平成�

から�
まで�

１６�
１７�

１�
３１�

４�
３�
年
年�
月�
月�

日�
日�（� ）�

�
（１） 企業集団の営業の経過および成果�
　当期におけるわが国経済は、期前半は、アジア向けを中心として輸出が増加し、また、企業収
益の改善から設備投資が上向くなど景気回復の動きが広がったものの、期後半は輸出の停滞
と個人消費の伸び悩みから減速感が広がりました。�
　化学工業におきましては、原油価格の上昇とそれに伴う原燃料価格の高騰が続いたものの、
中国を中心としたアジア市場の需要拡大を背景に輸出が増加しました。�
　このような情勢下におきまして、当連結グループは、「『変革と創造』に向かって」をキーワード
とした中期経営計画の初年度にあたり、海外市場を中心としたフッ素系製品の拡販に努めると
ともに、磁性合金粉（MAP）事業から撤退し、渋川工場ソーダ電解事業の撤退を決定するなど
低採算事業の再構築に本格的に着手いたしました。また、生産工程を含めて業務全般にわた
るコスト削減を更に進めるとともに、将来の業績基盤とすべく、フッ素関連技術を生かした新規
製品の開発にも力を入れてまいりました。�
　しかしながら、当期の売上高は、精密化学品事業部門のうちフッ素系製品の売上が、販売価
格の低下により減少したため、３４８億２７百万円と前期に比べ２億４７百万円、０．７％の減少とな
りました。損益につきましても、フッ素系製品の売上減少に加え、原燃料価格の高騰等により売
上原価が増加したため、経常利益は、２９億１１百万円と前期に比べ１４億６３百万円、３３．５％減
少し、当期純利益も、１４億７８百万円と前期に比べ７億１５百万円、３２．６％の減少となりました。�
�
�
① 基礎化学品事業部門�
　無機製品�
　か性ソーダは、原燃料価格高騰による値上げを実施したことから、前期に比べ増収となりま
した。また、その他無機製品では、塩酸は、市況の回復により販売価格が上昇し、前期に比べ
増収となりましたが、塩化アルミニウム、ポリ塩化アルミニウムは、採算重視で臨んだことにより
販売数量が減少し、前期に比べ減収となりました。�
　有機製品�
　塩素系有機製品につきましては、トリクロールエチレン、パークロールエチレンは、代替フロン
向けならびに輸出が好調に推移し、前期に比べ増収となりましたが、塩化ビニリデンは、難燃
性繊維需要の立ち上がりの遅れにより、前期に比べ減収となりました。その他有機製品は、各
製品とも原料価格高騰による値上げを実施しましたが、シクロヘキサノンは、販売数量の減少
により減収となりました。一方、シクロヘキサンは、合成樹脂用の需要が堅調で販売数量が増
加し、また、シクロヘキシルアミン、ジシクロヘキシルアミンは、ゴム薬需要に支えられ販売数量が
増加し、前期に比べいずれも増収となりました。�
　以上の結果、基礎化学品事業部門の売上高は、１１２億３８百万円となり、前期に比べ４億
９７百万円、４．６％の増加となりました。原燃料価格の上昇を販売価格に転嫁したものの、
営業損失は、１６億９６百万円となり、前期に比べ損失は１億７９百万円、１１．８％増加しました。�
�
② 精密化学品事業部門�
　鉄系製品�
　キャリヤーは、アナログ複写機向け出荷は減少したものの、プリンター向け出荷が増加し、前
期に比べ大幅な増収となりました。また、マグネタイトは、競争の激化により販売数量が減少し
たため、前期に比べ減収となりました。磁性合金粉（MAP）については、市場の縮小と採算の�

１． 営業の概況�

セグメント別の概況は、次のとおりであります。�
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悪化から生産を停止したため、前期に比べ大幅な減収となりました。鉄酸化物は、一般用塗
料、プラスチック着色剤、道路用建材、電子部品用仮焼品等が、需要が回復し販売数量が増
加したため、前期に比べ増収となりました。�
　フッ素系製品�
　半導体・液晶用特殊ガス類は、六フッ化硫黄、四フッ化炭素、三フッ化メタン、六フッ化タング
ステン、八フッ化プロパン、八フッ化シクロブタンなどが、ITやデジタル家電の需要に支えられ、販
売数量が増加し、前期に比べ増収となりました。しかしながら、三フッ化窒素は、海外における
販売競争の激化と用途先である半導体・液晶の生産調整の影響を受けて販売数量が計画
を大きく下回ったことから、販売価格の低下を販売数量でカバーすることができず、前期に比
べ大きく減収となりました。その他フッ化物につきましては、五フッ化ヨウ素は、フッ素化剤の需
要増により販売数量が増加し、前期に比べ増収となりました。また、電池材料の六フッ化リン酸
リチウムは、期後半の電池需要の落ち込みから計画は下回ったものの、前期に比べ増収とな
りました。�
　以上の結果、精密化学品事業部門の売上高は、２１８億３７百万円となり、前期に比べ１億６
百万円、０．５％の減少となりました。販売価格の低下等により、営業利益は、４５億１５百万円と
なり、前期に比べ１６億２０百万円、２６．４％の減少となりました。�
�
③ その他事業部門�
　化学および一般産業用プラント建設は、期前半は堅調な設備投資に支えられたものの、期
後半は軟調に推移したため、通期では減収となりました。�
　以上の結果、その他事業部門の売上高は、１７億５１百万円となり、前期に比べ６億３９百万
円、２６．７％の減少となりました。売上原価の低下等により、営業利益は、１億４９百万円となり、
前期に比べ４２百万円、４０．３％の増加となりました。�
�
（２） 企業集団の設備投資および資金調達の状況�
　設備投資の総額は、４０億５７百万円でありました。�
　その主な内容は、渋川工場におけるフッ素系製品の製造設備増強、水島工場での六フッ化
リン酸リチウムの製造設備増強および研究開発設備増強などであります。�
　これらの所要資金は、自己資金により賄いました。�
�
（３） 企業集団の対処すべき課題�
　今後の見通しについては、輸出や個人消費の伸び悩みから景気に停滞感が広がることが
懸念されます。化学工業におきましても、原燃料価格の高止まりに加え、中国ならびに米国経
済の先行きによっては製品需要の減退が予想されるなど、経済環境は予断を許さないものと
考えられます。また、当社においては、平成１７年度、渋川工場ソーダ電解事業撤退に伴う除却
損に加え、会計制度変更に伴う固定資産減損処理への対応が見込まれます。�
　このようななか、当連結グループは、中期経営計画に従い、安定した高収益企業を目指し
て、コア事業であるフッ素系事業に経営資源を重点的に投入するとともに、低採算事業の改
革･整理を着実に実行してまいります。また、研究開発体制を拡充させ、市場ニーズを先取
りした新技術の習得と新規製品の開発を行う「開発型企業」を追求してまいります。同時に、
有利子負債の削減による財務体質の改善と徹底したコストダウンにより経営環境を改善す
るとともに、人材の育成や現場力の強化により、社内外から信頼される企業文化を確立して
まいります。�
　また、当連結グループは、企業は社会の一員であるとの基本認識に立ち、法令遵守はもとよ
り企業倫理を励行し、株主・地域社会・顧客等ステークホルダーと良好な関係を築いていくとと
もに、化学物質を取り扱う企業として、環境・安全に対する情報の収集と伝達、技術力の向上
などに注力し、環境・安全対策に万全を期してまいります。�
�
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２．会社の概況�（平成１７年３月３１日現在）�

基礎化学品事業�

精密化学品事業�

そ の 他 事 業 �

セグメント�

32.3％�

62.7％�

5.0％�

主　要　製　品　等� 売上高�
構成比�
�

（４） 企業集団および当社の営業成績および財産の状況の推移�

（１） 企業集団の主要な事業内容�

（注）�・�
�
�
・�
�
・�
・�

１株当たりの当期純利益については、第９６期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計
基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４
号）を適用しております。�
第９５期は、全部門にわたる需要の減退と販売価格の低下により、売上高、経常利益、当期純利益とも減少い
たしました。�
第９６期、第９７期は、フッ素系製品の販売増により、売上高、経常利益、当期純利益とも増加いたしました。�
第９８期につきましては、前記（１）「企業集団の営業の経過および成果」に記載のとおりであります。�

（無機製品） �
か性ソーダ、塩酸、次亜塩素酸ソーダ、塩化アルミニウム、ポリ塩化アルミニウム等�
（有機製品） �
トリクロールエチレン、パークロールエチレン、塩化ビニリデン、シクロヘキサン、シクロ
ヘキサノン、アジピン酸、シクロヘキシルアミン、ジシクロヘキシルアミン等�

（鉄系製品）�
キャリヤー、マグネタイト、磁性合金粉（MAP）、顔料等�
（フッ素系製品）�
六フッ化硫黄、四フッ化炭素、三フッ化メタン、六フッ化エタン、三フッ化窒素、八フ
ッ化プロパン、六フッ化タングステン、四フッ化ケイ素、三フッ化塩素、八フッ化シクロ
ブタン、五フッ化ヨウ素、六フッ化リン酸リチウム、排ガス処理装置（エフトール）等�

工場プラント建設、工場設備保全工事、保険代理店業務等�

 29,166�
 1,595�
 460�

 8円06銭�
 43,155�

�

第９５期�
区　　　分�

平成１３年度�
 32,713�
 3,301�
 1,201�

 20円39銭�
 42,322�

�

第９６期�
平成１４年度�

 35,075�
 4,374�
 2,193�

 37円63銭�
 45,583�

�

第９７期�
平成１５年度�

34,827�
 2,911�
 1,478�

 25円13銭�
 46,724�

�

第９８期�
平成１６年度�

（百万円）�
（百万円）�
（百万円）�
�
（百万円）�

売 　 上 　 高 �
経 常 利 益 �
当 期 純 利 益 �
１株当たりの当期純利益�
総 　 資 　 産 �
�

（百万円）�
（百万円）�
（百万円）�
�
（百万円）�

売 　 上 　 高 �
経 常 利 益 �
当 期 純 利 益 �
１株当たりの当期純利益�
総 　 資 　 産 �
�

　① 企業集団の営業成績および財産の状況の推移�

（注）�・�
�
１株当たりの当期純利益については、第９６期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計
基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４
号）を適用しております。�

 26,555�
 1,572�
 468�

 8円14銭�
 39,874�

�

第９５期�
区　　　分�

平成１３年度�
  29,440�
 3,169�
 1,135�

 19円17銭�
 38,747�

�

第９６期�
平成１４年度�

  31,298�
 4,205�
 2,111�

 36円14銭�
 41,370�

�

第９７期�
平成１５年度�

  30,310�
 2,424�
 1,213�

 20円53銭�
 41,376�

�

第９８期�
平成１６年度�

　② 当社の営業成績および財産の状況の推移�
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日本マスタートラスト信託銀行�
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）�

（２） 企業集団の主要な事業所�
本 　 店 �
営 業 所 �
工 　 場 �
研 究 所 �

：�
：�
：�
：�

東京都千代田区丸の内一丁目２番１号�
大阪支店、名古屋・福岡営業所�
渋川（群馬県）、水島（岡山県）�
記録材料・渋川・新材料（群馬県）、水島（岡山県）�

① 当　　社�

（３） 企業集団の従業員の状況�
① 企業集団の従業員の状況�

従業員数�
573名�

前期末比増減�
6名減�

平均年齢�
40.0歳�

平均勤続年数�
18.4年�

従業員数�
717名�

前期末比増減�
4名増�

② 当社の従業員の状況�

関電興産株式会社（東京都）、株式会社上備製作所（東京都、群馬県、岡山県）、�
森下弁柄工業株式会社（三重県）、関東電化KOREA株式会社（韓国）�

② 子法人等�

① 会社が発行する株式の総数�
② 発行済株式総数�
③ 株主数�
④ 大株主の状況�
�

200,000,000株�
57,546,050株�
10,199名�

�
�
（前期末比686名増）�
�

（４） 株式の状況�

株　主　名�
持株数� 出資比率� 出資比率�持株数�

当社の大株主への出資状況�当社への出資状況�

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社�
（三井アセット信託銀行再信託分・CMTB�
エクイティインベストメンツ株式会社信託口）�

日 本 ゼ オ ン 株 式 会 社 �

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 �

株 式 会 社 群 馬 銀 行             

旭 電 化 工 業 株 式 会 社             

日新 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 �

株 式 会 社 損 害 保 険ジャパン�

株式会社みずほコーポレート銀行�

株 式 会 社 中 国 銀 行 �

千株�千株� ％� ％�3,800

3,500

1,341

1,200

1,200

1,098

911

902

902

900

6.60

6.08

2.33

2.09

2.09

1.91

1.58

1.57

1.57

1.56

－�

1,096

－�

851

－�

625

50

－�

－�

152

－�

0.45

－�

0.17

－�

0.61

0.03

－�

－�

0.06

（注）�・�
�
・�
�
・�
�

当社は、株式会社みずほコーポレート銀行の完全親会社である株式会社みずほフィナンシャルグループの普通
株式３００株（出資比率０．００％）および優先株式300株（出資比率０．００％）を保有しております。�
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式の議決権行使の指図権は中央三井信託銀行株式会
社の全額出資子会社であるCMTBエクイティインベストメンツ株式会社に留保されています。�
当社は、中央三井信託銀行株式会社の完全親会社である三井トラスト・ホールディングス株式会社の普通株式
４５０千株（出資比率０．０４％）を保有しております。�
�
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① 取得株式�
　　　　　普通株式�
　　　　　取得価額の総額�
② 処分株式�
　　　　　なし�
③ 失効手続きをした株式�
　　　　　なし�
④ 決算期における保有株式�
　　　　　普通株式�
�

�
2,614�
1,045�

�
�
�
�
�

7,350�
�

�
株�
千円�
�
�
�
�
�
株�

（５） 自己株式の取得、処分等および保有�

千株�百万円� ％�

（６） 主要な借入先�

3,180�
2,481�
2,258�
1,964�
1,942�
1,542�

3,800�
1,200�
902�
2�
900�
300

6.60�
2.09�
1.57�
0.00�
1.56�
0.52

借　　入　　先� 借入金残高�
借入先が所有する当社の株式�

株式数� 出資比率�

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社             �
株 式 会 社 群 馬 銀 行             �
株式会社みずほコーポレート銀行�
中央三井信託銀行株式会社�
株 式 会 社 中 国 銀 行             �
明治安田生命保険相互会社�

① 重要な子法人等の状況�
　　連結対象会社は下記４社であります。�
�

② 企業結合の成果�

（７） 企業結合の状況�

�

資 本 金�会　社　名� 当　社　の�
出 資比率�
�

主要な事業内容�

10�

120�

27�

200

百万円�

百万円�

百万円�

百万ウォン�

関 電 興 産 株 式 会 社 �

株 式 会 社 上 備 製 作 所 �

森下弁柄工業株式会社�

関東電化KOREA株式会社�

化学工業薬品の販売�

化学工業用設備の製作販売�

鉄酸化物の製造販売�

フッ素化合物の販売�

100.0％�
（7.5％）�

�

52.9％�
（5.1％）�

�

49.4％�

90.0％�

（注）�当社の出資比率欄の（　）内は、当社連結対象会社の所有する株式の出資比率を内数で示しております。�

　当期の連結売上高は、３４８億２７百万円と前期に比べ２億４７百万円、０．７％減少いたしました。ま
た、連結経常利益は、２９億１１百万円と前期に比べ１４億６３百万円、３３．５％減少し、連結当期純利
益も、１４億７８百万円と前期に比べ７億１５百万円、３２．６％減少いたしました。�
�
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（８） 取締役および監査役�

（９） 会計監査人に支払うべき報酬等の額�

（注）�

代表取締役会長�

代表取締役社長�

専 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

常 勤 監 査 役 �

常 勤 監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

①�

②�

�

③�

当社および当社子法人等が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額�

上記合計額のうち、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務の対

価として支払うべき報酬等の合計額�

②のうち当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額                   

水 　 野 　 正　雄�
冨　田　芳　男�
砂　田　知　昭�
伊　藤　正　明�
山　口　　　尚�
西　山　義　晴�
安 藤 秀 樹   
岡 　 野 　建　一�
杉　浦　　　清�
成　田　　　馨�
山　下　史　朗�
川　田　秋　穂�
青　木　敏　彦�
岡 野 元 春 �
中　 野 　 克 　 彦 �
浅　葉　　　稔�

�

�

営業本部長�

経営企画部、人事総務部担当�

経理部、財務部、情報システム部担当�

技術本部長、資材部担当�

新製品開発本部長�

営業本部副本部長、基礎化学品部長�

経理部長�

渋川工場長�

新製品開発本部新製品開発推進部長�

水島工場長�

�

�

日本ゼオン株式会社代表取締役会長�

朝日生命保険相互会社取締役常務執行役員�
法人営業統括部門長�

監査役青木敏彦、中野克彦、浅葉　稔は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第１
項に定める社外監査役であります。�
当該営業年度中の役員の異動�

平成１６年６月２９日をもって溝渕碩治は監査役を退任いたしました。�
平成１６年６月２９日開催の第９７回定時株主総会において、岡野元春は監査役に新たに選任さ
れ、就任いたしました。�

（注）�当社と会計監査人との間の監査契約において、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律に基づ
く監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、③の金額には証券取引法に基
づく監査の報酬等の額を含めております。�

�

（注）�本営業報告書中に記載の数字は、金額および株数については表示単位未満を切り捨て、その他比率等は四
捨五入により表示しております。�

１. 退任�
２. 就任�

28�
�
28�
28

百万円�
�

百万円�
百万円�



8

貸　借　対　照　表�

（平成１７年３月３１日現在）�

流 動 資 産 �
現 金 及 び 預 金         �
受 取 手 形         �
売 掛 金         �
有 価 証 券         �
製 品       
原 材 料 �
仕 掛 品 �
貯 蔵 品 �
前 払 費 用         �
繰 延 税 金 資 産         �
短 期 貸 付 金         �
そ の 他         �
貸 倒 引 当 金         �

有形固定資産�
固 定 資 産�

建 物       
構 築 物         �
機 械 及 び 装 置         �
車両及び運搬具        �
工具器具及び備品�
土 地       
建 設 仮 勘 定 �

無形固定資産�

資 産 合 計 � 負債・資本合計�

資 本 合 計 �

負 債 合 計 �

ソ フ ト ウ ェ ア         �
そ の 他 �

投資その他の資産�
投 資 有 価 証 券         �
関 係 会 社 株 式 �
長 期 貸 付 金         �
長 期 前 払 費 用         �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他         �
貸 倒 引 当 金         �

科　　　　目� 当年度�
（平成１６年３月３１日現在）�
前年度（ご参考）�

（単位：百万円）�

（ 資 産 の 部 ）�

153

15,388
1,936�
1,897�
7,150�
49�

1,091�
772�
1,236�
536�
52�
242�
50�
382�
△   9�

25,987
20,145�
3,796�
1,619�
9,760�
51�

1,731�
2,225�
960

41,376

148�
5

5,688
4,995�
216�
22�
31�
229�
203�
△   9�

101

16,283
1,386�
2,828�
6,420�
49�

1,106�
666�
1,264�
551�
77�
359�
1,439�
140�
△   6

25,086
19,982�
3,753�
1,498�
9,763�
36�

1,435�
2,225�
1,269

41,370

95�
5

5,002
4,140�
191�
20�
7�
404�
248�
△   9

（平成１７年３月３１日現在）�

流 動 負 債�
支 払 手 形         �
買 掛 金       
短 期 借 入 金         �
１年以内に返済する長期借入金        �
未 払 金       
未 払 費 用         �
未 払 法 人 税 等         �
設備関係支払手形�
そ の 他       

固　定 負 債�

資 本 金 �

資 本 剰 余 金 �

長 期 借 入 金         �
退職給付引当金        �
役員退職慰労引当金        �

資 本 準 備 金         

利 益 剰 余 金 �

自 己 株 式 �

その他有価証券評価差額金�

科　　　　目� 当年度�
（平成１６年３月３１日現在）�
前年度（ご参考）�

（ 負 債 の 部 ）�

（ 資 本 の 部 ）�

利 益 準 備 金         �
任 意 積 立 金 �
配 当 準 備 金 �
別 途 積 立 金 �

当期未処分利益        �

41,376

12,742

28,633

18,817
1,341�
2,850�
7,262�
4,040�
976�
910�
242�
1,155�
38�

9,816

2,877

1,524

7,781�
1,809�
226�

1,524

7,300

△   2

1,043

436�
4,979�
371�
4,608�
1,884�

41,370

11,646

29,724

19,884
1,370�
2,575�
7,302�
4,352�
801�
1,195�
899�
1,356�
31

9,839

2,877

1,524

7,781�
1,885�
172

1,524

6,551

△   1

694

436�
3,479�
371�
3,108�
2,635
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損　益　計　算　書�

�

営 業 損 益 の 部 �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

営 業 利 益 �

�
�

30,310�
22,689�
5,449�
2,170

�
�
売 上 高 �
売 上 原 価 �
販売費及び一般管理費�
        �

科　　　　　　目�
当　年　度�

�
�

31,298�
21,416�
5,500�
4,381

営業外損益の部��

営 業 外 収 益 �

�

�

営 業 外 費 用 �

�

�

経 常 利 益 �

�
633�
59�
574�
379�
306�
73�

2,424

�
�
受取利息及び受取配当金�
そ の 他 �
�
支 払 利 息 �
そ の 他 �

�
356�
37�
318�
532�
316�
216�
4,205

前年度（ご参考）�

（単位：百万円）�

（ 経 常 損 益 の 部 ）�

�

特 別 利 益 �

�

�

�

特 別 損 失 �

�
102�
76�
25�
－�
705�
312�
393

�
�
受 取 損 害 保 険 金 �
受 取 損 害 補 償 金 �
土 地 売 却 益 �
�
固 定 資 産 除 却 損 �
事業再構築に伴う損失�

�
85�
－�
－�
85�
586�
586�
－�

1,821�

553�

55�

1,213�

税 引 前 当 期 純 利 益 �

法人税、住民税及び事業税�

法 人 税 等 調 整 額 �

当 期 純 利 益 �

3,704�

1,605�

△　12�

2,111�

873�

201�

1,884�

前 期 繰 越 利 益 �

中 間 配 当 額 �

当 期 未 処 分 利 益 �

696�

172�

2,635�

（ 特 別 損 益 の 部 ）�

平成�
平成�

から�
まで�

１６�
１７�

１�
３１�

４�
３�
年
年�
月�
月�

日�
日�（� ）� 平成�

平成�
から�
まで�

１５�
１６�

１�
３１�

４�
３�
年
年�
月�
月�

日�
日�（� ）�
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［重要な会計方針］�

１．　有価証券の評価基準及び評価方法�
　　　　　満期保有目的債券�
　　　　　子会社株式及び関連会社株式�
　　　　　その 他 有 価 証 券 �
　 　 　 　 　 時価のあるもの�
　�
　　　�
　 　 　 　 　 時価のないもの�
２．　たな卸資産の評価基準及び評価方法�
　　　　　製品・仕掛品・主要原材料�
　　　　　その他の原材料・貯蔵品�
３．　固定資産の減価償却の方法�
　　　　　有形固定資産�
�
�
　　　　　無形固定資産�
�
�
４．　引当金の計上基準�
　　　　　貸倒引当金�
�
�
�
　　　　　退職給付引当金�
�
�
�
�
�
　　　　　役員退職慰労引当金�
�
�
５.　リース取引の処理方法�
　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
　　　　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。�
６.　ヘッジ会計の方法�
　　　　　ヘッジ会計の方法�
�
�
　　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象�

�
償却原価法（定額法）を採用しております。�
移動平均法による原価法を採用しております。�
�
決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。�
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しております。）�
移動平均法による原価法を採用しております。�
�
総平均法による原価法を採用しております。�
月別移動平均法による原価法を採用しております。�
�
定額法を採用しております。�
ただし、精密化学品事業部門の「機械及び装置」は定率法
を採用しております。�
定額法を採用しております。�
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用
可能期間（５年）に基づいております。�

�
�
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。�
�
従業員の退職給付に備えるため、当営業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づいて計上しております。�
数理計算上の差異は、各営業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（１５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌営業年度より費用処理
することとしております。�
�
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく基準額を計上しております。�
この引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。�
�
�
�
�
�
原則として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、ヘッジ会計の特例処理の要件を満たす金
利スワップについては、特例処理によっております。�
�
当会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。�
　ヘッジ手段 ： 金利スワップ�
　ヘッジ対象 ： 借入金の利息�
�

�
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［貸借対照表注記］�

１．�
２．�
３．�
４．�
�
�
５．�
６．

関係会社に対する短期金銭債権�
関係会社に対する短期金銭債務�
有形固定資産の減価償却累計額�
担保に供している資産�
　　　有形固定資産�
　　　投資有価証券�
保証債務�
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

1,230百万円�
1,414百万円�
37,194百万円�

�
18,213百万円�
609百万円�
469百万円�

［損益計算書注記］�

１．�
�
�
�
２．�
３．
　�

関係会社との取引高�
　　　売上高�
　　　仕入高                              �
　　　営業取引以外の取引高                �
１株当たりの当期純利益 �
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

�
5,416百万円�
4,261百万円�
1,998百万円�
20円53銭�

�

　　　　　ヘッジ方針�
�
�
　　　　　ヘッジ有効性評価の方法�
�
�
�
7. 　商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は１，０４３百万円であ
　　ります。�
8. 　消費税等の会計処理 　　　　　　　　　　税抜方式によっております。�

�
主に、金融市場の金利変動リスクへの対応手段として、権限規程に基づき、ヘッジ会計の要件
を満たす金利スワップを利用し、ヘッジ対象に係る金利変動リスクをヘッジしております。�
�
ヘッジ対象のキャッシュフロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュフロー変動の累計を比較し、
両者の変動額等を基礎にしてその有効性判定を行っております。�
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。�
�
�
�
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（注）�平成１６年１２月９日に２０１，３９４，５４７円（１株につき３円５０銭）の中間配当を実施しております。�

利　益　処　分　案�
�

科　　　　　　　目� 金　　　　　額�

（単位：円）�

当 期 未 処 分 利 益 �

これを次 のとおり処 分します 。�

1,884,904,593

201,385,450�

32,000,000�

1,651,519,143

利 益 配 当 金 �

役 員 賞 与 金 �

次 期 繰 越 利 益 �

（ う ち 監 査 役 分 ）� （2,000,000）�

（１株につき３円５０銭）�

�
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会計監査人の監査報告書謄本�

独立監査人の監査報告書�

関東電化工業株式会社�
　　取 締 役 会 　 御 中 �

平成１７年５月２４日�

新日本監査法人�

公認会計士�

公認会計士�

指 定 社 員 �
業務執行社員　�
指 定 社 員 �
業務執行社員　�

�

柿 塚 正 勝 �

米 村 仁 志 �

印�

印�

　当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第２条第１項の
規定に基づき、関東電化工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第
９８期営業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、営業報告書（会計に関
する部分に限る。）及び利益処分案並びに附属明細書（会計に関する部分に限る。）につ
いて監査を行った。なお、営業報告書及び附属明細書について監査の対象とした会計に
関する部分は、営業報告書及び附属明細書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録
に基づく記載部分である。この計算書類及び附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監
査法人の責任は独立の立場から計算書類及び附属明細書に対する意見を表明することに
ある。�
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び附属明細書に重要な虚偽の表示
がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及び附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監
査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、
この監査は、当監査法人が必要と認めて実施した子会社に対する監査手続を含んでいる。�
　監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。�
（１）　貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益の状況
　　を正しく示しているものと認める。�
（２）　営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に従い会社の状況
　　を正しく示しているものと認める。�
（３）　利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。�
（４）　附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規定により指摘す
　　べき事項はない。�
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。�

以　上　�



14

�

監査役会の監査報告書謄本�

監　査　報　告　書�

平成１７年５月２５日�

関東電化工業株式会社　監査役会�
常勤監査役�

常勤監査役�

監査役�

監査役�

青 木 敏 彦 �
岡 野 元 春 �
中 野 克 彦 �
浅 葉 　 稔 �

印�

印�

印�

印�

常勤監査役青木敏彦、監査役中野克彦、監査役浅葉　稔は、株式会社の監査等に関する商法の
特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役であります。�

（注） �

　当監査役会は、平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第９８期営業年度の取
締役の職務の執行に関して各監査役から監査の方法および結果の報告を受け、協議の
上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。�
�
１．　監査役の監査の方法の概要�
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会その他重
要な会議に出席するほか、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、重要な決裁書類
等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査し、必要に応
じて子会社に対し営業の報告を求めました。また、会計監査人から報告および説明を受け、
計算書類および附属明細書につき検討を加えました。�
　取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の利益供与、
子会社または株主との通例的でない取引ならびに自己株式の取得および処分等に関して
は、上記の監査の方法のほか、必要に応じて取締役等に対し報告を求め、詳細に調査いた
しました。�
�
２．　監査の結果�
（１）　会計監査人新日本監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。�
（２）　営業報告書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
　　ます。�
（３）　利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事情に照らし指摘すべき事
　　項は認められません。�
（４）　附属明細書は、記載すべき事項を正しく示しており、指摘すべき事項は認められま
　　せん。�
（５）　取締役の職務遂行に関しては、子会社に関する職務を含め、不正の行為または法
　　令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。�
　なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の
利益供与、子会社または株主との通例的でない取引ならびに自己株式の取得および
処分等についても取締役の義務違反は認められません。�

�
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連 結 貸 借 対 照 表 �

（平成１７年３月３１日現在）�

流 動 資 産 �

現 金 及 び 預 金 �
受取手形及び売掛金�
有 価 証 券         �
た な 卸 資 産 �
繰 延 税 金 資 産         �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金         �
�

有形固定資産�

固 定 資 産�

建物及び構築物�
機械装置及び運搬具�
土 地 �
建 設 仮 勘 定         �
そ の 他 �

無形固定資産�

資 産 合 計 � 負債、少数株主持分�
及 び 資 本 合 計 �

資 本 合 計 �

負 債 合 計 �

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券         �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他         �
貸 倒 引 当 金 �
�

科　　　　目� 当年度�
（平成１６年３月３１日現在）�
前年度（ご参考）�

（単位：百万円）�

（ 資 産 の 部 ）�

160

19,701

3,550�
10,289�
49�

4,936�
352�
552�

△  29�

20,273

5,532�
9,616�
2,424�
971�
1,727�

46,724

6,589

5,802�
411�
387�

△   11�
�

27,023

109

19,539

2,587�
10,460�
49�

4,235�
481�
1,764�
△  39

20,238

5,393�
9,704�
2,424�
1,274�
1,442

45,583

5,697

4,757�
582�
368�

△   10�
�

26,044

（平成１７年３月３１日現在）�

流 動 負 債�

支払手形及び買掛金�
短 期 借 入 金         �
１年以内に返済する長期借入金        �
未 払 法 人 税 等         �
そ の 他 �

固　定 負 債�

資    本    金�

資 本 剰 余 金�

利 益 剰 余 金�

その他有価証券評価差額金�

為替換算調整勘定�

自　己　株　式�

�

長 期 借 入 金         �
繰 延 税 金 負 債 �
退職給付引当金        �
役員退職慰労引当金        �
そ の 他 �

科　　　　目� 当年度�
（平成１６年３月３１日現在）�
前年度（ご参考）�

（ 負 債 の 部 ）�

（ 資 本 の 部 ）�

（少数株主持分）�

46,724

13,348

33,043

22,655

6,715�
7,945�
4,270�
449�
3,275

10,387

2,877�

1,524�

7,805�

1,177�

10�

△   47�

�

7,965�
34�

1,907�
319�
160

少数株主持分� 332

45,583

11,921

33,411

22,914

6,147�
8,152�
4,523�
942�
3,149

10,497

2,877�

1,524�

6,791�

783�

△     8�

△   46

8,152�
25�

1,975�
264�
80

251



�

営 業 損 益 の 部 �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

営 業 利 益 �

�
�

34,827�
25,661�
6,317�
2,848

�
�
売 上 高 �
売 上 原 価 �
販売費及び一般管理費�
        �

科　　　　　　目�
当　年　度�

�
�

35,075�
24,085�
6,260�
4,729

営業外損益の部��

営 業 外 収 益 �

�

�

営 業 外 費 用 �

�

�

経 常 利 益 �

�
472�
55�
416�
410�
325�
85�

2,911

�
�
受取利息及び受取配当金�
そ の 他 �
�
支 払 利 息 �
そ の 他 �

�
290�
35�
254�
645�
337�
307�
4,374

前年度（ご参考）�

（単位：百万円）�

（ 経 常 損 益 の 部 ）�

�

特 別 利 益 �

�

�

�

特 別 損 失 �

�
102�
76�
25�
－�
699�
306�
393�
－�

�
�
受 取 損 害 保 険 金 �
受 取 損 害 補 償 金 �
土 地 売 却 益 �
�
固 定 資 産 除 却 損 �
事業再構築に伴う損失�
そ の 他 �

�
85�
－�
－�
85�
593�
574�
－�
19

2,313�

782�

11�

41�

1,478

税金等調整前当期純利益�

法人税、住民税及び事業税�

法 人 税 等 調 整 額 �

少 数 株 主 利 益 �

当 期 純 利 益 �

3,867�

1,661�

△　21�

34�

2,193

（ 特 別 損 益 の 部 ）�

平成�
平成�

から�
まで�

１６�
１７�

１�
３１�

４�
３�
年
年�
月�
月�

日�
日�（� ）� 平成�

平成�
から�
まで�

１５�
１６�

１�
３１�

４�
３�
年
年�
月�
月�

日�
日�（� ）�

16

連 結 損 益 計 算 書 �
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［連結計算書類作成のための基本となる重要な事項］�
１．　連結の範囲に関する事項�
　　（１）連結子法人等の数　４社�
　　　　�
　　（２）非連結子法人等の会社名�
�
�
　�
　　　�
　　　　　　�
�
２．　持分法の適用に関する事項�
　　持分法適用の非連結子法人等はありません。また関連会社はありません。�
　　　持分法を適用しない非連結子法人�
�
�
　　　持分法を適用しない理由�
�
�
３．　連結子法人等の事業年度に関する事項�
�
�
�
４．　会計処理基準に関する事項�
　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法�
　　　　　満期保有目的債券�
　　　　　その他有価証券�
　　　　　　　時価のあるもの�
�
�
　　　　　　　時価のないもの�
　　（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法�
　　　　　製品・仕掛品・主要原材料�
　　　　　その他の原材料・貯蔵品�
　　（３）固定資産の減価償却の方法�
　　　　　有形固定資産�
�
�
　　　　　無形固定資産�
�
�
　　（４）引当金の計上基準�
　　　　　貸倒引当金�
�
�
�
　　　　　退職給付引当金�
�
�
　　�
�
�
�
�

�
�
連結子法人等の名称　関電興産㈱　㈱上備製作所　森下弁柄工業㈱　関東電化KOREA㈱�
�
関東電化産業㈱　大崎産業㈱　㈱群馬鉄工所　下郷産業㈱　カンデン水島産業㈱　台灣關東
電化股　有限公司�
連結の範囲から除いた理由�

非連結子法人等はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ
していないためであります。�

�
�
�

関東電化産業㈱　大崎産業㈱　㈱群馬鉄工所　下郷産業㈱　カンデン水島産業㈱　台灣
關東電化股　有限公司�

�
持分法を適用していない非連結子法人等は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす
影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。�

�
関東電化KOREA㈱の決算日は１２月３１日であります。連結計算書類を作成するにあたっては同日現
在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を
行っております。�

�
�
償却原価法（定額法）を採用しております。�
�
連結決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
（評価差額金は全部資本直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しております。）�
移動平均法による原価法を採用しております。�
�
主として総平均法による原価法を採用しております。�
主として月別移動平均法による原価法を採用しております。�
�
主として定額法を採用しております。�
ただし、精密化学品事業部門の機械装置は定率法を採用して
おります。�
定額法を採用しております。�
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能
期間（５年）に基づいております。�
�
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。�
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づいて計上してお
ります。�
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費
用処理することとしております。�
�

�

�
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［連結貸借対照表注記］�

１．�
２．�
�
�
３．�

有形固定資産の減価償却累計額�
担保に供している資産�
　　　有形固定資産�
　　　投資有価証券�
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

38,181百万円�
�

17,888百万円�
896百万円�

�

［連結損益計算書注記］�

１．�
２．�
�

１株当たりの当期純利益�
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

25円13銭�

　　　　　役員退職慰労引当金�
�
　　（５）連結計算書類の作成の基礎となった連結会社の財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建
　　　　の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準�
�
�
�
　　（６）重要なリース取引の処理方法�
�
�
　　（７）重要なヘッジ会計の方法�
　　　　　ヘッジ会計の方法�
�
�
　　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象�
�
�
�
　　　　　ヘッジ方針�
�
�
　　　　　ヘッジ有効性評価の方法�
�
�
�
　　（８）消費税等の会計処理�
�
５．　連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項�
�
６．　連結調整勘定�

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく基準額
を計上しております。�

�
�
在外子法人等の資産及び負債は在外子法人等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し､収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部におけ
る為替換算調整勘定に含めております｡�
�
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。�
�
�
原則として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、ヘッジ会計の特例処理の要件を満たす金
利スワップについては、特例処理によっております。�
　�
当連結会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。�
　　ヘッジ手段 ： 金利スワップ�
　　ヘッジ対象 ： 借入金の利息�
�
主に、金融市場の金利変動リスクへの対応手段として、権限規程に基づき、ヘッジ会計の要件
を満たす金利スワップを利用し、ヘッジ対象に係る金利変動リスクをヘッジしております。�
　�
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較
し、両者の変動額等を基礎にしてその有効性判定を行っております。�
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。�
�
税抜き方式を採用しております｡�

�
連結子法人等の資産及び負債の評価については､全面時価評価法を採用しております｡�
�
連結調整勘定は､５年間で均等償却しております｡�
�
�

�
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本�

独立監査人の監査報告書�

関東電化工業株式会社�
　　取 締 役 会 　 御 中 �

平成１７年５月２４日�

　当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１９条の２第

３項の規定に基づき、関東電化工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日ま

での第９８期営業年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表及び連結損益計算書

について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。�

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が

採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結

果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当監査

法人が必要と認めて実施した子会社又は連結子会社に対する監査手続を含んでいる。�

　監査の結果、当監査法人は、上記の連結計算書類が、法令及び定款に従い関東電化工

業株式会社及びその連結子法人等から成る企業集団の財産及び損益の状態を正しく示し

ているものと認める。�

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。�

以　上　�

新日本監査法人�

公認会計士�

公認会計士�

指 定 社 員 �
業務執行社員　�
指 定 社 員 �
業務執行社員　�

�

柿 塚 正 勝 �

米 村 仁 志 �

印�

印�



連結計算書類に係る監査役会の監査報告書謄本�

連結計算書類に係る監査報告書�

平成１７年５月２５日�

関東電化工業株式会社　監査役会�
常勤監査役�

常勤監査役�

監査役�

監査役�

青 木 敏 彦 �
岡 野 元 春 �
中 野 克 彦 �
浅 葉 　 稔 �

印�

印�

印�

印�

常勤監査役青木敏彦、監査役中野克彦、監査役浅葉　稔は、株式会社の監査等に関する商法の
特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役であります。�

以　上�

（注） �

　当監査役会は、平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第９８期営業

年度の連結計算書類（連結貸借対照表および連結損益計算書）に関して各監

査役から監査の方法および結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成

し、以下のとおり報告いたします。�

�

１．　監査役の監査の方法の概要�

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、連結計算

書類について取締役等および会計監査人から報告および説明を受け、監査いた

しました。�

�

２．　監査の結果�

　会計監査人新日本監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めま

す。�

�
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議決権の行使についての参考書類�

１.  総株主の議決権の数 　　　57,055 個�
２.  議案および参考事項�
　第１号議案　第９８期利益処分案承認の件�

　議案の内容は、添付書類（１２頁）に記載のとおりであります。�
　利益処分につきましては、株主への適正な利益還元を第一義と考え、業績の推移を勘案
しながら、企業体質の強化を図りつつ安定した配当を継続することを基本方針としております。�
　当期の利益配当金につきましては、１株につき３円５０銭とさせていただきたいと存じます。
これにより、すでにお支払いしております中間配当を加えた１株当たりの年間配当金は、前期
同様、７円となります。�
　また、役員賞与金につきましては、３，２００万円（うち監査役分２００万円）を計上させていただ
きたいと存じます。�
　なお、内部留保資金につきましては、設備投資や研究開発投資などに充当するとともに、財
務体質の改善に向け有効に活用してまいります。�
�

　第２号議案　取締役１１名選任の件�
　取締役全員（１２名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役１１
名の選任をお願いするものであります。�
�
取締役候補者は、次のとおりであります。�

候補者�
番　号�

氏　　　　名�
（生年月日）�

所有する当社�
の株式の数�

34,000株�水　野　正　雄�１�
みず� の� まさ� お�

（昭和１３年２月８日生）�

18,000株�冨　田　芳　男�２�
とみ� た� よし� お�

（昭和１８年２月２２日生）�

21,000株�伊　藤　正　明�３�
い� とう� まさ�あき�

（昭和１７年９月２９日生）�

略歴および他の会社の代表状況�

昭和�
昭和�
昭和�
平成�
平成�
平成�
平成�
�

当社入社�
当社総務部長�
当社総務部長兼人事部長�
当社取締役総務部長兼人事部長�
当社常務取締役�
当社代表取締役社長�
当社代表取締役会長�
現在に至る�

年�
年�
年�
年�
年�
年�
年�
�

月�
月�
月�
月�
月�
月�
月�
�

３５�
６０�
６３�
元�
６�
９�
１５�

４�
１０�
７�
６�
６�
６�
６�

昭和�
平成�
平成�
平成�
平成�
�

当社入社�
当社人事部長�
当社取締役人事部長�
当社取締役人事総務部長�
当社常務取締役�
現在に至る�

年�
年�
年�
年�
年�
�

月�
月�
月�
月�
月�
�

４０�
６�
７�
１１�
１３�

４�
６�
６�
６�
６�

昭和�
平成�
平成�
�
平成�
�
平成�
平成�
�

当社入社�
当社営業本部ファイン営業第２部長�
当社取締役営業本部ファイン営業第２
部長�
当社取締役営業本部副本部長兼ファイ
ン営業第２部長�
当社常務取締役�
当社代表取締役社長�
現在に至る�

年�
年�
年�
�
年�
�
年�
年�
�

月�
月�
月�
�
月�
�
月�
月�
�

４０�
５�
９�
�
１１�
�
１３�
１５�

４�
１０�
６�
�
６�
�
６�
６�
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候補者�
番　号�

氏　　　　名�
（生年月日）�

所有する当社�
の株式の数�

13,000株�４� 山　口　　　尚�
やま�ぐち� たかし�

（昭和１８年２月５日生）�

10,000株�５� 安　藤　秀　樹�
あん�どう� き�ひで�

（昭和１８年１１月６日生）�

6,000株�６� 岡　野　建　一�
おか� の� いち�けん�

（昭和２３年２月１３日生）�

5,000株�９� 山　下　史　朗�
やま�した� ろう�し�

（昭和２２年８月１８日生）�

5,000株�10 川　田　秋　穂�
かわ� た� ほ�あき�

（昭和２６年２月２０日生）�

0株�１１� 高　　　　　原�
こう� げん�

（昭和２８年１２月３日生）�

8,040株�７� 杉　浦　　　清�
すぎ�うら� きよし�

（昭和２０年４月２８日生）�

4,000株�８� 成　田　　　馨�
なり� た� かおる�

（昭和２２年５月６日生）�

略歴および他の会社の代表状況�

昭和�
平成�
平成�
平成�
平成�
平成�
平成�
�

朝日生命保険相互会社入社�
同社法人本部企業保険管理部長�
同社個人融資部長�
同社財務部長�
あおば生命保険株式会社社長�
朝日生命保険相互会社常勤監査役�
当社常務取締役�
現在に至る�

年�
年�
年�
年�
年�
年�
年�
�

月�
月�
月�
月�
月�
月�
月�
�

４２�
６�
７�
８�
９�
１１�
１３�

４�
４�
４�
４�
７�
７�
６�

昭和�
平成�
平成�
平成�
平成�
平成�
平成�
�
平成�
�
平成�
�

株式会社第一銀行入行�
株式会社第一勧業銀行八重洲口支店長�
同行情報開発部長�
当社入社、顧問�
当社取締役営業本部ファイン営業第３部長�
当社取締役営業本部精密化学品第１部長�
当社取締役営業本部副本部長兼精密化�
学品第１部長�
当社取締役営業本部副本部長兼基礎化�
学品部長兼精密化学品第１部長�
当社取締役営業本部副本部長兼基礎化�
学品部長�
現在に至る�

年�
年�
年�
年�
年�
年�
年�
�
年�
�
年�
�

月�
月�
月�
月�
月�
月�
月�
�
月�
�
月�
�

４５�
９�
１０�
１１�
１１�
１３�
１５�
�
１６�
�
１６�

４�
１�
６�
５�
６�
６�
６�
�
４�
�
７�

昭和�
平成�
平成�
平成�

当社入社�
当社渋川工場第３製造部長�
当社取締役渋川工場長�
当社常務取締役�
現在に至る�

年�
年�
年�
年�
�

月�
月�
月�
月�
�

４３�
６�
１３�
１５�

４�
１０�
６�
６�

昭和�
平成�
平成�
平成�

当社入社�
当社水島工場製造部長�
当社渋川工場第３製造部長�
当社取締役渋川工場長�
現在に至る�

年�
年�
年�
年�
�

月�
月�
月�
月�
�

４５�
９�
１３�
１５�

４�
６�
６�
６�

昭和�
平成�
平成�
平成�

当社入社�
当社水島工場製造部長�
当社水島工場次長兼製造部長�
当社取締役水島工場長�
現在に至る�

年�
年�
年�
年�
�

月�
月�
月�
月�
�

５０�
１３�
１４�
１５�

４�
６�
７�
６�

昭和�
平成�
平成�
平成�

当社入社�
当社水島研究所長�
当社新製品開発本部新製品開発推進部長�
当社取締役新製品開発本部新製品開発�
推進部長�
現在に至る�

年�
年�
年�
年�
�

月�
月�
月�
月�
�

４５�
１２�
１４�
１５�

４�
７�
４�
６�

昭和�
平成�
平成�

当社入社�
当社経理部長�
当社取締役経理部長�
現在に至る�

年�
年�
年�
�

月�
月�
月�
�

４３�
１１�
１３�

４�
６�
６�

平成�
平成�

当社入社�
当社新材料研究所長�
現在に至る�

年�
年�
�

月�
月�
�

１１�
１４�

４�
４�
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横山　誠氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役の候
補者であります。�

（注） �

　第３号議案　監査役１名選任の件�
　監査役浅葉　稔氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、その補欠として監査
役１名の選任をお願いするものであります。�
�
監査役候補者は、次のとおりであります。なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査
役会の同意を得ております。�

　第４号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件�
　本総会終結の時をもって取締役を退任される砂田知昭、西山義晴の２氏および監査役を
辞任される浅葉　稔氏に対し、在任中の労に報いるため、当社の内規に従い、従来の慣例等
を勘案し妥当な範囲内において退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。�
　その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、退任取締役につきましては取締役会に、退任監
査役につきましては監査役の協議にご一任願いたいと存じます。�
�
退任取締役および退任監査役の略歴は、次のとおりであります。�

氏　　　　名�
（生年月日）�

所有する当社�
の株式の数�

0株�横　山　　　誠�
よこ�やま� まこと�

（昭和２４年１２月３１日生）�

略歴および他の会社の代表状況�

昭和�
平成�
平成�
平成�
平成�
平成�
平成�
平成�
平成�
�

朝日生命保険相互会社入社�
同社資金債券部長�
同社株式運用部長�
同社法人第一部長�
同社法人営業統括部門法人第一部長�
同社執行役員財務統括部門長�
同社執行役員財務・不動産統括部門長�
同社執行役員資産運用統括部門長�
同社常務執行役員資産運用統括部門長�
現在に至る�

年�
年�
年�
年�
年�
年�
年�
年�
年�
�

月�
月�
月�
月�
月�
月�
月�
月�
月�
�

４８�
１０�
１３�
１４�
１４�
１５�
１６�
１６�
１７�

４�
４�
４�
４�
１０�
４�
４�
７�
４�

砂　田　知　昭�

西　山　義　晴�

浅　葉　　　稔�

略　　　　　　　歴�氏　　　　名�

平成�
平成�
平成�

当社取締役�
当社常務取締役�
当社専務取締役　　　現在に至る�

年�
年�
年�

月�
月�
月�

５�
９�
１３�

６�
６�
６�

平成�
平成�

当社取締役�
当社常務取締役　　　現在に至る�

年�
年�

月�
月�

９�
１５�

６�
６�

平成� 当社監査役　　　　　現在に至る�年�月�１５�６�

以　上�
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株主総会会場ご案内図�
東京都千代田区丸の内一丁目２番１号  東京海上日動ビルディング新館１１階（当社本店会議室）�

三菱信託銀行�
本店ビル�

日本工業�
倶楽部�

日本�
生命�

丸の内�
オアゾ�

至神田� 至有楽町�

東京駅�

みずほコーポレート銀行�
みずほ銀行�

銀行協会�

地下鉄都営三田線�

地下
鉄丸
の内
線

東　京　駅�

中
央
口
�

丸
の
内
北
口
�

丸
の
内
南
口
�

東
京
中
央
�

　
郵
便
局
�

郵
船
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ル
�
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下

駐
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場

�
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ル
�

東
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海
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日
動
�

ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
�

本
館
�

大手町駅�

東京海上日動ビルディング新館�


